
事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

作成日：平成 21年 10月 26日 

担当部・課：産業開発部 

電力・エネルギー課 

１．案件名 

  ベトナム国電力技術基準普及プロジェクト 

２．協力概要 

（１） プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

 ベトナム国（以下「ベ」国）の電力産業において、電力技術基準とそのガイドラインが

効率的、効果的に省令化され、運用されることをプロジェクト目標とする。 

具体的には、既存の技術基準のレビューを行い、改訂・追記を含む電力技術基準の作成、

その運用管理のガイドラインの作成といった活動を行うことにより、電気事業にかかる技

術基準が「ベ」国全土に普及し、将来的に「ベ」国の電力供給の信頼性と安全性が向上す

ることを目指す。 

（２） 協力期間 2010 年 2月～2013年 1月（3年間：予定） 

（３） 協力総額（日本側）4.3億円 

（４） 協力相手先機関  

① 商工省（Ministry of Industry and Trade : MOIT） 

電力技術基準全般（MOC管轄の水力建設にかかる事項を除く） 

② 建設省（Ministry of Construction : MOC） 

電力技術基準のうち水力建設にかかる事項 

③ ベトナム電力公社（Vietnam Electricity : EVN） 

電力技術基準のガイドラインにかかる事項 

（５） 国内協力機関 特になし 

（６） 裨益対象者及び規模  

① 直接裨益対象者：MOIT、MOC、EVNの電力技術者（約 50千人） 

② 間接裨益対象者：「ベ」国民（8650万人） 

 

３．協力の必要性・位置付け 

（１） 現状及び問題点 

ベトナム社会主義共和国（以下「ベ」国）の電力消費量は、近年年率 14％の高い伸びを示

しており、2000 年に比べ、2010 年には 2.7倍、2020年には 6.6倍になると予想されている。

この旺盛な電力需要を賄うため、「ベ」国政府は、電力の安定かつ安価な供給を最重点課題

のひとつとして、ベトナム電力公社（以下、EVN）の分割・民営化、電力市場の自由化、外

貨参入等の電力セクター改革戦略を打ち出し、2009 年内に発電市場の自由化が導入される

予定である。かかる状況下で、混乱や電力供給に大きな支障をきたすことを回避するために

は、電力設備整備やその運用に関して遵守すべきレベルを統一し、確実にそれを運用するこ

とが不可欠である。 



「ベ」国では、1984 年に旧ソ連の支援によって作成された基準があったが、JICA が実施

した開発調査「ベトナム国電気事業に係る技術基準及び安全基準策定調査」（2006年 5月～

2007 年 6 月）により、ベトナム国の電気事業にかかる技術基準及び安全基準について、現

行基準ですでに省令化の過程にあった第一巻から第四巻に関するレビューを行い、残る第五

巻から第七巻までの改定作業を行った。その結果、「ベ」国で、2008 年 10 月に、同開発調

査での提言に基づく新しい電力技術基準及び安全基準が法制化された。しかしながら、運用

にあたってのガイドラインがないため、旧ソ連により作成された基準と併用したり発電所で

独自に判断するといった事例が MOIT に報告されており、新しい法制度に対する運用につい

ての知見が「ベ」国では必ずしも十分ではない。また、大型火力発電についての技術基準が

ないといった状況もあることから、「ベ」国は我が国に対して、同電力技術基準及び安全基

準にかかる適切な運用方法についての技術指導を要請した。 

なお、事前調査での協議を行った結果、電力安全基準については「ベ」国で対応すること

とし、喫緊の課題である電力技術基準に集中してプロジェクトを行う点につき、双方合意を

した。 

 

（２） 相手国政府国家政策上の位置付け 

 第 6次電力計画（マスタープラン：2006～2015）によれば堅固な経済成長を背景に、過

去 10 年間の電力消費量、最大電力は想定していた電力供給量を上回る高い伸率となって

おり、供給量の年間 17～20%増加や急激な需要増に備え、最大 22%まで電力供給を増やす

必要がある。これに伴い、発電所や発電・送電施設の建設、維持管理の改善は急務であり、

本プロジェクトで作成される技術基準やそのガイドラインは電力供給サービスの実施に

おける信頼性と安全性確保という量、質の改善両面に大きく資する可能性がある。 

 

（３） 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け 

 外務省の国別援助計画（2009）においては、｢資源・エネルギー安定供給｣を重点課題の

ひとつに位置づけており、伸び続ける電力需要に対応するために、電力供給能力強化、一

次エネルギー安定確保、省エネルギー推進にかかる支援を実施することとしている。また、

JICA国別援助実施方針（2009）においては、エネルギー安定供給を重点課題に位置づけて

おり、本プロジェクトは、これらの方向性に合致している。 

 今後、電力分野の円借款による設備建設、運用の際にも、本プロジェクトで作成した電

力技術基準とガイドラインが活用される予定である。 

 

（４）他の援助スキーム・援助機関との関係 

   電力技術基準の分野の支援は、他の援助機関との案件の重複はない。他の援助機関も、

開発調査で JICA が支援した実績があるため、当該分野は日本の領域とみなしている。 

   本プロジェクトで改訂・作成される電力技術基準については、今後の電力分野の他のド

ナーによる ODAによる支援においても、参照される内容になると思われる。 

 



４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１） 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

プロジェクトで作成、改訂、追記された電力技術基準とそのガイドラインが運用さ

れる。 

  <指標> 

（a） 技術基準やガイドラインが MOIT 及び MOCの省令として承認された数 

（b） 技術基準普及及び運用のためのワークショップの参加者数/参加企業数 

（c） 技術スタッフの技術基準 

（d） ガイドラインに対する満足度 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

電力技術基準の普及により、設計、建設、運用と維持管理の支障により生じた電

力故障が減少し、電力供給の信頼性と安全性が向上する。 

 

<指標> 

（a） 計画外停止期間と回数の減少（プロジェクト開始時点と比較） 

（b） プロジェクトで作成されたガイドラインが更新・改訂される回数 

 

（２） 成果（アウトプット）と活動 

 

成果1（アウトプット）

 

：現行の技術スタッフの電力技術水準をレビューした報告書が

作成される。 

活動： 

1.1  既存の技術基準、関連文書と情報を収集する。 

1.2  既存の技術基準と関連文書のレビューをする。  

1.3  既存の技術基準の不整合、それにより起こる問題とその改善の必要のレビューを

した報告書を作成する。 

 

<指標> 

1.  合同運営委員会（Joint Management Committees : JMCs）による報告書の承認 

  

成果 2（アウトプット）

 

：電力技術基準が改定、作成される。 

活動： 

2.1  ワーキンググループ(Working Groups : WGs)別に新たな技術基準を作成する。 

 WG: 水力 2

 
 (MOC所管)：設計、建設、竣工検査 

WG: 火力 ( MOIT所管)：大規模石炭火力発電所とガスコンバインドサイクル の設

計 



2.2  ワーキンググループ別に既存の技術基準の改定と追記を行う。 

 WG: 水力 1

 
 (MOIT所管)：電力技術基準第5巻及び第6巻 

WG: 火力

 
（MOI所管）：電力技術基準第5巻及び第6巻 

WG: ネットワーク

 

 (MOIT所管）：電力技術基準第1～7巻 (接地と避雷を含む) 

<指標> 

2.1   MOIT、MOC により公式に承認されたプロジェクトが作成した技術基準改訂案 

2.2   「ベ」国側の求める内容を満たす技術基準（関係者へのヒアリングにより確認） 

 

成果 3（アウトプット）

 

：電力技術基準のガイドラインが作成される。 

活動： 
 

3.1  改定、追加、作成された技術基準を基にワーキンググループ別にガイドラインの

枠組みを作る。 

3.2  WG別にガイドラインを作成する。 

 WG: 水力 1

 
 (MOIT所管) 

WG: 水力 2

 
 (MOC所管) 

WG: 火力

 
 (MOIT所管)  

WG: ネットワーク

 

 (MOIT所管)  

<指標> 

3.1  JMCsによる技術基準のガイドラインの承認 

3.2   「ベ」国側の求める内容を満たす技術基準ガイドライン（関係者へのヒアリン

グにより確認） 

  

（３） 投入（インプット） 

 ①日本側  

<専門家派遣> 

<長期専門家>  

 チーフアドバイザー 

<短期専門家>  

 水力 (土木、電気) 

 火力 (機械、 電気) 

 ネットワーク（送電、変電、配電) 

<本邦研修>  

<ワークショップ> 

<現地業務費> 

 JICA専門家を補佐するコンサルタントの雇用費用 

< 資機材> 

 日越両者間で合意されたプロジェクト実施のために必要な車両、機材など 

 

②ベトナム側 

<人材> 

 合同運営委員会 

 技術ワーキンググループ 



 WG: 水力 1

MOIT 専門家 1-2 名 

 (MOIT所管) 

MOC 専門家  1 名 

MOST 専門家  1 名 

EVN 科学技術環境局  1 名 

EVN 生産技術エンジニア  1 名 

 

 WG: 水力 2

MOC 専門家  1-2 名 

 (MOC所管) 

MOIT 専門家  1 名 

MOST 専門家  1 名 

EVN 科学技術環境局  1 名 

EVN 設計エンジニア  1 名 

MARD (本省)  1 名 

 

 WG: 火力

MOIT 専門家  1-2 名 

 (MOIT所管) 

MOST 専門家  1 名 

EVN生産技術エンジニア  1-2 名 

発電所生産技術エンジニア（原則として発電所所属)  1 名 

 

 WG: ネットワーク

MOIT 専門家  3 名 

 (MOIT所管):  

MOST 専門家  1 名 

EVN 科学技術環境局  1 名 

EVN 生産技術エンジニア  1 名 

 

<建物＆施設> 

  日本人専門家用プロジェクト事務所スペース 

<事務管理経費> 

  日本人専門家を補佐するコンサルタントの雇用に必要な経費  
  WGメンバーの活動に必要な経費 (MOIT と MOC 夫々の負担)  
 

（４） 外部要因（満たされるべき外部条件） 

① 成果（アウトプット）達成のための外部条件 

 WGs と JMCs が POに書かれた予定どおり開催される。 

 

② プロジェクト目標達成のための外部条件 

 技術基準が予定どおりに MOIT および MOCにおいて省令として制定される。 

 技術基準を普及するための適切な予算がベトナム側で確保される。 

 

③ 上位目標達成のための外部条件 

  電力技術基準に関する政府の政策が大幅に変更されない。 

 



５．評価 5項目による評価結果 

詳細計画策定調査の結果に基づき評価 5 項目の観点から評価の結果、本プロジェクトの

総合的な実施妥当性は高い、と判断される。 

 

(1) 妥当性：本プロジェクトは以下の理由により妥当性が高い、と判断できる。 

必要性： 

  本プロジェクトはベトナム電力分野の関連諸機関と電力産業のニーズに合致して

いる。JICA支援による開発調査「ベトナム国電気事業にかかる技術基準及び安全基

準策定調査」(2006年5月～2007年6月) の後、2008年10月に電力技術基準と安全基

準が省令化されたものの、その技術基準の運用の解釈を行うためのガイドラインは

ないままとなっていた。 

  前開発調査で改訂が行われなかった（水力 (MOC所管)の設計、建設、竣工検査や火

力 の大規模石炭火力発電所とガスコンバインドサイクルの設計、等）部分の技術

基準の作成、追加、改訂並びにガイドラインの作成はベトナム電力供給の信頼性と

安全性の向上へ大きく資するものであり、プロジェクト実施の妥当性は高い。 

 

優先度： 

  本プロジェクトはベトナムの優先開発課題である電力インフラ開発にかかわるも

のであり、今後のベトナムの経済開発のためにも最も緊急な課題の一つである。第

6次電力開発マスタープラン（2006 年-2015年）によれば、急速な経済発展の結果、

過去10年間の電力消費と需要は供給を大きく上回り、年間で最低でも17-20％、最

大で22％の供給能力の拡大が必要とされている。技術基準とガイドラインの運用に

より、電力供給の信頼性と安全性を高めることが期待される。 

  組織改革や人材育成を通じて電力供給の需要を満たすことを優先支援分野とする

日本のベトナム支援政策とも整合性が保たれている。 

 

手段の適切性： 

  本プロジェクトはJICA支援による前開発調査の成果と経験を引き継ぐものであり、

日本側とベトナム側両方にとり、その経験は大きな優位性がある。開発調査での技

術基準の作成とレビューを行った成果を基に、本プロジェクトでは技術基準の改訂

とガイドラインの作成を行う。日越両方が持つ技術基準作成のノウハウ、知識の蓄

積や共通理解を有効に活用できる。 

 

 (2) 有効性（予測）：本プロジェクトは、以下の理由より有効性が高いと推察される。 

プロジェクト目標の内容： 

  プロジェクト目標はベトナムの技術基準とガイドラインの作成の必要性に沿って明

確に設定され、また指標もプロジェクトの進捗や達成度をモニター、評価するため

に適切に設定されている。 



 

因果関係： 

  3つのアウトプットを達成することで、電力技術基準で整備すべき項目が明確になる

ため、技術基準の法制度化と運用が、ベトナム側の努力によって達成可能となると

推察される。 

  プロジェクトの実施・管理体制として、達成や意思決定を確実にするために、異な

るレベルでのグループを下記のとおり設けることになっている。 

① 合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）：MOIT、MOCの大臣と副

大臣、それにJICAをオブザーバー役として構成される。役割は省令化の準備と

JCCの調整を行うこと。 

② 合同運営委員会（Joint Management Committees：JMCs) ：MOIT、MOCそれぞれ

にJMCを構成する。役割は省令化への準備、ワーキンググループの活動とアウト

プットの進捗監理とレビューを行うこと。 

③ 4つのワーキンググループ：（WG1：水力1（MOIT所管）、WG2：水力2（MOC所管）、

WG3： 火力、WG4: ネットワーク）：役割は、既存の電力技術基準のレビュー、

技術基準の改定、追記、追加作成並びにガイドラインの作成を行うことである。 

 

 (3) 効率性（予測）：本プロジェクトは以下の理由から効率的な実施が見込める。ただし、

人的投入のタイミング、特に日本人専門家の派遣時期に関してはプロジェクト開始後

に作成されるワークプランで詳細な投入時期を検討する必要がある。 

 

アウトプットの内容： 

  アウトプットの目標、指標ならびに指標入手手段はアウトプットの内容を踏まえて

設定されている。 

因果関係： 

  4つのワーキンググループによる活動は、以下のタイムフレームでアウトプットを

産み出すために、十分な期間が計画されている。主な活動は、①約 4ヶ月間の技術

基準のレビュー、②1.2年から 1.5年間の電力技術基準の改定、追記、追加作成と、

③1.5年間のガイドラインの作成である。 

  日本人専門家とカウンターパートの役割・責務はプロジェクト計画では明確に設定

されている。日本側の人的投入は最小であるものの（一人の長期専門家と短期専門

家）、最適な成果を出すよう、効率性を考慮した計画となっている。 

コスト： 

  前開発調査「ベトナム国電気事業にかかる技術基準及び安全基準策定調査」（2005～

2007）の成果と経験は技術基準とガイドラインの作成の基礎として生かされる。ま

たベトナム側カウンターパート側にとっても前開発調査の経験や知識は効率よくア

ウトプットに結びつく可能性が大きい。 

 



(4) インパクト（予測）：本プロジェクトのインパクトは概してプラスであり、以下のよう

に考えられる。 

  

上位目標の内容： 

  追加の技術基準の作成、改訂とそのガイドラインの普及の結果により、現場で適宜

判断して運用していた現状と比較して、判断がぶれないことにより、電力供給での

故障の減少、信頼性や安全性の向上はプロジェクト終了後の 3-5年で十分に期待で

きると予想される。 

因果関係： 

  MOITによれば電力技術基準に関わる政策は今後も路線の変更はない、との見解であ

り、外部条件が満たされる可能性は大きい。ベトナム側のそれらの条件達成へ向け

た努力には、現在の段階では問題は生じないと想定する。 

波及効果： 

  本プロジェクトで追加作成・改定される技術基準、ガイドラインは、作成後にはベ

トナム側によってその運用のための省令化が同時並行的に行われていく予定であ

り、電力における政策や施策への影響は大きいと考えられる。ベトナム国の電力開

発政策では、急激な需要増に対応する発電所や送電施設の建設、維持管理の改善が

急務となっている。本プロジェクトは電力供給サービスの運用、実施における信頼

性と安全性の質・量両面の向上に大きく資する可能性が高い。 

  直接的な裨益対象は、狭義では約 25名のワーキンググループメンバーである。間

接的な裨益対象は、ベトナム国民全体である。電力技術基準の追加作成、改訂とガ

イドラインの作成は、結果として電力供給の安定を通じて、経済活動のさらなる成

長や、国民全体の生活の利便性や質の向上、さらには社会環境の変化に大きく資す

ると考えられる。国民にとっても主にプラスの影響を与えることが予想され、社会

的・経済的弱者や女性、マイノリティへの否定的な影響は特に想定されない。 

  電力技術基準とそのガイドラインの作成において負となりえる大きな影響は想定

されない。しかし、技術基準が作成、設定されることでその普及の成否やタイミン

グによっては、実践現場での基準の適用や関連作業での混乱や理解不足による逆作

用が発生する可能性もあるため、普及や運用に注意が必要な面もあると想定され

る。 

 

 (5) 自立発展性（見込み）：本プロジェクトの効果は、ベトナム国によりプロジェクト終了後

も継続される、と見込まれる。他方で、将来の技術基準に改定が必要な場合のベトナム側

の予算措置などの懸念もある。  

 

政策・制度面： 

  プロジェクトのアウトプットとして電力技術基準の改定、追記、追加作成並びにガ

イドラインの作成されたものは、本プロジェクトの JCCは、大臣クラスがメンバー



となっており、その場で承認および省令化の意思決定がされることを想定している

ため、政策･制度の面で成果が有効に活用される可能性は高い。 

組織・財政面： 

  MOITと MOCという二つの政府機関が関係するため、全体を調整する JCC、各役所単

位での JMC、担当部局により分割した 4つのワーキンググループを設けた。こうし

た体制により、複数関連機関の調整、整合と活動とモニタリングを行うことが実務

的に可能である想定され、プロジェクト終了後も技術基準の作成、改訂にはその体

制が継続されることは可能であると予想される。 

その他： 

  プロジェクト活動では、電力技術基準とガイドラインの普及は外部条件としてベト

ナム側の政府内の判断（上位機関である科学技術省による承認）で行われることに

なっており、本 C/P である MOITおよび MOCを対象とした活動には含まれていない。

MOITによれば基準普及のための研修は現在、電力供給サービスの実施機関である

EVNあるいは民間企業が独自の努力、方法で行っている。MOITならびに MOCでは技

術基準作りのための予算やその普及にかかる予算は公表されておらず、またその金

額は限られているのが実態でもある。今後、技術基準やガイドラインの普及活動の

ための予算措置への働きかけも必要である。 

 

６．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

  電気事業は安定した電力供給が実現されることで一般家庭の生活環境の改善や生活の

質の向上に大きく裨益することが期待され、長期的には貧困削減への波及効果も期待さ

れる。電気事業の技術基準のレビュー、改訂や運用管理のガイドラインの作成により、

設備や施設の調査設計、建設や運転、保守、また流通の段階でそれら基準を適用するこ

とが強化され、環境を配慮した電源開発、施設の運転管理と維持管理が期待できる。 

 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

「ベ」国は省庁間の縦割りによる縄張り意識が高く、省庁間の調整を行う労力は極め

て大きい。例えば、2005年～2007年に前開発調査「電気事業に係る技術基準及び安全基

準策定調査」では、MOITの要請に基づき事前調査を行い、MOITのみを C/Pとしたことか

ら、MOC所管部分の水力設備の建設基準は対象としていない。当該プロジェクトは包括的

な内容を想定しているところ、事前調査の段階から MOC と協議し、包括的実施体制とな

ることを確認した。 

 

８．今後の評価計画 

  2012年 7月 終了時評価調査（プロジェクト終了半年前） 
 


